
要望の内容

租税特別措置等の創設年度及び改正経緯

適用又は延長期間

必要性等

（政策体系における政策目
的の位置付け）

（達成目標及び測定指標）

有効性等

（減収額）

（適用数等）

（別記様式第６号）

租税特別措置等に係る政策の事前評価書（要旨）

 警察では、無線多重回線、各種の移動通信システムを独自に整備・維持管理しており、警察業務を遂行する上で不可欠な情報を伝達してい
る。警察は24時間活動を続けており、その活動に必要不可欠な警察の神経系統ともいえる警察通信が途絶することは一切許されないため、災
害等により警察通信施設が停電した場合でも、非常用電源装置を稼働することにより、警察通信施設の機能を維持し続ける必要がある。その
非常用電源装置に使用する軽油の引取りについては、引き続き軽油引取税を課さないものとする。

　３年間

租税特別措置等の名称

評価実施時期

担当部局

 軽油引取税の非課税免除の特例措置の延長（警察通信施設の非常電源の用途）

 情報通信局情報通信企画課

　昭和36年に非課税措置が恒久措置として定められた。平成21年度の地方税法の改正により、軽油引取税が目的税から一般税に変更された
ことに伴い、平成24年３月31日までの３年間の時限措置となった。

（政策目的及びその根拠） 《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》
　警察の各電気通信設備に非常用電源装置を備え、災害等発生時に商用電源の停電が生じた場合であっても、それらを稼働させることによ
り、救出救助、避難誘導等の警察活動に必要な通信を維持・確保し、国民の安全・安心を確保することを目的とする。

《政策目的の根拠》
　警察法第２条第１項
ｐ国家公安委員会・警察庁防災業務計画第２編第１章第１節第２及び第２編第１章第２節第３（平成19年１月決定）

　市民生活の安全と平穏の確保（平成23年度実績評価計画書の基本目標１）

《租税特別措置等により達成しようとする目標》
　無線中継所において商用電源の停電による警察通信の途絶を防止する。

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》
　無線中継所において商用電源の停電により警察通信が途絶した件数（目標０件）

 平成23年７月（分析対象期間：平成20年４月～平成23年３月）

　適用事業者数：54団体
　平成22年度　15,246リットル、　平成21年度　11,643リットル、　平成20年度　12,162リットル
　災害の規模等によって商用電源の停電状況は異なるので、将来の免税軽油使用数量は予測できない。

　平成22年度　約49万円、　平成21年度　約37万円、　平成20年度　約39万円
　　（各年度の免税軽油使用数量に暫定税率32.1円/リットルを乗じて算出）
　災害の規模等によって商用電源の停電状況は異なるので、将来の減収額は予測できない。



（効果・達成目標の実現状
況）

相当性

（他の支援措置や義務付け
等との役割分担）

（地方公共団体が協力する
相当性）

　他の支援措置はない。

　都道府県警察の活動に必要な警察通信が確保されることから、当該課税免除措置に対して受益者である都道府県が協力することについて
は相当性がある。

（租税特別措置等によるべ
き妥当性等）

　当該課税免除措置は「警察の用に供する電気通信設備の電源」という公益性及び重要性の極めて高い用途に供する軽油の引取りのみを対
象としているものであり、課税免除の対象として妥当である。

前回の事前評価又は事後評価の実施時期

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成20年４月～平成23年３月）
　災害等により商用電源の停電が生じた際に、非常用電源装置を稼働させ、警察通信の途絶を防止している。
　無線中継所において商用電源の停電により警察通信が途絶した件数
　平成22年度　０件、　平成21年度　０件、　平成20年度　０件

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成20年４月～平成23年３月）
　課税免除措置により燃料費の支出に伴う経費が節減され、各非常用電源装置に必要な量の軽油が確実に確保され、警察通信の途絶防止に
効果を発揮した。

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対象期間：平成20年４月～平成23年３月）
　各非常用電源装置に必要な量の軽油の確保が困難となり、警察通信が途絶し、警察活動に支障が生じる。

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成20年４月～平成23年３月）
　東日本大震災においては、東北５県で48か所の無線中継所が停電したが、24時間体制で非常用電源装置の燃料である軽油を補給し、非常
用電源装置を稼働し続けることにより、被災状況の把握、被災者の救出救助や避難誘導、行方不明者の捜索等に不可欠な警察通信の途絶を
防止することができた。その他の災害等においても、非常用電源装置を稼働させ、警察通信の途絶を防止している。

有識者の見解 　特段の審議会等での検討結果等はない。


